
５　環境計量証明業

平成１２年 平成１５年 前回比(％)

57 55 ▲ 3.5

790 899 13.8

746 828 11.0

7,131 8,763 22.9

125 159 27.2

9 10 11.1

構成比(％) 単独事業所 本社 支社

55 100.0 23 8 24

11 20.0 8 1 2

15 27.3 5 1 9

20 36.4 4 6 10

9 16.4 6 - 3

１   ０   ～   ２   ９   人
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計
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就業者１人当たり

     １   ～        ４   人

（２）　事業所数

区　　分 平成１５年
本支社別

表2　本支社別、就業者規模別事業所数

平成15年の事業所数は55事業所で、前回調査(平成12年)に比べ▲3.5％の減少となりまし

た。(表1)

就業者規模別にみると、｢10～29人｣規模が20事業所(構成比36.4％)と全体の3割超を占め

ました。

本支社別にみると、｢支社｣が24事業所、｢単独事業所｣が23事業所で、このいずれかで全体

の8割超を占めています。

     ５   ～        ９   人

就業者数

従業者数

年間売上高

１事業所当たり

（１）　概　況

～技術部門の就業者、｢建物内測定｣の年間売上高が増加～

福岡県の平成15年における環境計量証明業を営む事業所は55事業所で前回調査(平成12

年)に対し▲3.5％減少、就業者数は899人で前回調査に対し13.8％増加、従業者数は828人

で同じく11.0％増加、年間売上高は87億63百万円で同じく22.9％増加しました。

1事業所当たりの年間売上高は1億59百万円で前回調査(平成12年)に対し27.2％増加、就

業者1人当たりの年間売上高は10百万円で同じく11.1％増加しました。

表1　事業所数、就業者数、従業者数及び年間売上高の前回比較
(単位：人、百万円)

区　　　分

事業所数
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構成比 構成比 前回比

(人) (％) (人) (％) (％)

790 100.0 899 100.0 13.8
598 75.7 664 73.9 11.0
36 4.6 48 5.3 33.3
192 24.3 235 26.1 22.4
8 1.0 23 2.6 187.5
34 4.3 48 5.3 41.2
676 85.6 766 85.2 13.3
607 76.8 664 73.9 9.4
69 8.7 102 11.3 47.8
36 4.6 14 1.6 ▲ 61.1
44 5.6 71 7.9 61.4
129 16.3 144 16.0 11.6
496 62.8 564 62.7 13.7
367 46.5 395 43.9 7.6
57 7.2 67 7.5 17.5
25 3.2 54 6.0 116.0
17 2.2 15 1.7 ▲ 11.8
14 1.8 9 1.0 ▲ 35.7
12 1.5 16 1.8 33.3
4 0.5 8 0.9 100.0
121 15.3 120 13.3 ▲ 0.8
44 5.6 71 7.9 61.4

 技　術

雇
用
形
態
別

 個人事業主、無給家族従業者又は有給役員

 常用雇用者

 正社員、正職員

 パート･アルバイト等

 臨時雇用者

　平成15年の就業者数は899人で、前回比13.8％の増加となりました。

これを雇用形態別にみると、｢常用雇用者｣が766人(構成比85.2％)で全体の8割超を占め、

このうち｢正社員、正職員｣が664人(同73.9％)、｢パート･アルバイト等｣が102人(同11.3％)で、

いずれも前回に比べ増加しています。一方、｢臨時雇用者｣のみが前回に比べ減少していま

す。

部門別の就業者は、｢技術部門｣が564人(構成比62.7％)と全体の6割超を占め、そのうち｢環

境計量｣が395人(同43.9％)と最も高い割合を占めています。また、｢管理･営業部門｣は144人

(構成比16.0％)となり、いずれも前回に比べ増加しています。

（３）　就業者数

区　　　分 平成１２年

表3　男女別、雇用形態別、部門別就業者数

 女

 うち、出向･派遣者(受入)

計

部
門
別

 管理･営業

平成１５年

 その他

 出向･派遣者(受入)

 出向･派遣者(受入)

男
女
別

 男

 うち、出向･派遣者(受入)

 建築物環境衛生管理

 臭気判定

 ISO14000環境監査

 環境計量

 作業環境測定

 公害防止管理

 放射線取扱
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（４）　年間売上高

構成比 構成比 前回比

(百万円) (％) (百万円) (％) (％)

7,131 100.0 8,763 100.0 22.9
5,957 83.5 5,341 61.0 ▲ 10.3
1,970 27.6 1,949 22.2 ▲ 1.1
2,471 34.7 2,462 28.1 ▲ 0.4
479 6.7 510 5.8 6.6
1,038 14.6 420 4.8 ▲ 59.5
354 5.0 391 4.5 10.6
384 5.4 675 7.7 75.7
13 0.2 26 0.3 99.0
371 5.2 649 7.4 74.8
437 6.1 2,356 26.9 439.1

図1　業務種類別年間売上高の構成比

表4　業務種類別年間売上高

区　　　分 平成１２年

 作業環境測定

 環境測定

 大　　気

 水　　質

 土　　壌

 騒　　音

計

　平成15年の年間売上高は87億63百万円で、前回比22.9％の増加となりました。

これを業務種類別にみると、｢環境測定｣が53億41百万円(構成比61.0％)と全体の6割超を

占め、そのうち｢水質｣が24億62百万円(同28.1％)と最も多く、次いで｢大気｣が19億49百万円

(同22.2％)となりました。一方、｢建物内測定｣は6億75百万円(構成比7.7％)と全体の中で占め

る割合は低くなっていますが、｢飲料水｣が6億49百万円(前回比74.8％増)、｢空気｣が26百万

円(同99.0％増)と前回に比べ増加しています。

平成１５年

 そ の 他

 建物内測定

 空　　気

 飲 料 水

水質
34.7

大気
27.6

騒音
14.6

その他
26.9

その他
6.1

28.1 22.2 4.8

土壌
6.7

5.8

飲料水
5.2

7.4

作業環境測定
5.0

4.5

空気
0.2

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成１５年

平成１２年
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2,197 25.1

また、年間売上高を契約先産業別にみると、｢公務｣が26億88百万円(構成比30.7％)と最も

高い割合を占め、次いで｢製造業｣が21億97百万円(同25.1％)となりました。

計

(百万円)

8,763 100.0

平成１５年
構成比

 製造業

85
622
13

0.0

1.0
7.1
0.1

30.72,688

 その他

図2　契約先産業別年間売上高の構成比

 同業者

(注)　日本標準産業分類の改訂に伴い、平成15年調査より契約先産業の分類に変更が

　　あったため、前回比較はしていません。

4.8425

(％)

表5　契約先産業別年間売上高

区　　　分

 卸売･小売業

 建設･不動産業

 金融･保険業

 情報通信業

15.9
9.9

4
1,394
871

 電気･ガス･熱供給･水道業

 サービス業(同業者を除く)

 公　務

5.3463

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公務
30.7%

製造業
25.1%

同業者
5.3%

サービス業
（同業者を除く）
9.9%

電気・ガス・熱供給・
水道業
15.9%

建設・不動産業
7.1%

その他
4.8%

金融・保険業
0.1%卸売・小売業

1.0%

年間売上高計

８，７６３百万円
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（５）　都道府県別の年間売上高(上位5県及び福岡県)

構成比

(百万円) (％) (百万円)

全 国 計 1,225 182,239 100.0 149
東 京 130 20,254 11.1 156
神 奈 川 74 13,744 7.5 186
大 阪 91 13,313 7.3 146
兵 庫 62 11,076 6.1 179
千 葉 64 10,359 5.7 162
福 岡 55 8,763 4.8 159

１事業所当た
りの年間売上
高

年間売上高を都道府県別にみると、福岡県は87億63百万円(1事業所当たりの年間売上高

は1億59百万円)と全国の4.8％を占めています。

1

2

7

3

4

5

順位 都道府県 事業所数 年間売上高

表6　都道府県別の年間売上高(上位5県及び福岡県）
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